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○目的
保税地域における適正な貨物管理の確保
・関係法令上の義務規定の遵守状況及び履⾏状況の検証
・許可条件（関税法基本通達42-11）の遵守状況及び履⾏状況の検証
・貨物管理に関する適正な税関⼿続きの履⾏状況の確認
・外国貨物の適正な保全体制の確認

これらにより、保税⾏政上の秩序の維持及び保税地域の健全な運営を確保し、
国際物流のサプライチェーンの⼀翼を担う保税地域において厳格な貨物管理を
実現することで、国際物流の安全確保と円滑化の両⽴に寄与すること

○権限
関税法第105条各号に定める範囲

1.保税業務検査の目的及び権限



関税法第105条（税関職員の権限）

第１項第１号
保税地域にあり、若しくは出し⼊れされる貨物に対して質問若しくは検査する。

又はこれらに代えて関係書類を提⽰若しくは提出させること

第１項第２号
前号に掲げる貨物についての帳簿書類を検査すること
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1.保税業務検査の目的及び権限

保税業務検査を⾏える権限



5

未承認蔵置
 保税業務検査において、保税蔵置場に蔵入承認を受けることなく、
外国貨物を搬入から3か月を超えて蔵置したものを確認した。

原因は、担当者が業務多忙を理由に管理資料（「⻑期蔵置貨物情
報」及び「在庫状況照会」）の確認を怠っていたこと、また航空貨
物については、誤った認識により、海上貨物の在庫状況のみを確認
していたことから、蔵置期間の確認が出来ていなかったことが主な
原因である。

2.非違事例の概要



非違の原因非違の原因非違の原因非違の原因
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①倉庫担当者の確認不⾜
蔵置期間が３か月を超える貨物は、蔵⼊承認（IS）又は「蔵⼊承認を受けずに外国貨物を置くこ

とができる期間の指定申請書」にて申請（以下「延⻑申請」という。）しているが、複数回の仕分
けにより延⻑申請をしている貨物と思い込みがあり、確認不⾜があった。
・在庫状況照会（IWS）⇒確認時期を定めて確認していない。

蔵⼊承認済貨物（貨物識別「E」）まで確認していなかった。（※次ページ参考）
（滅却貨物の搬出（BOBもれ）等「誤記帳」有）
・⻑期蔵置貨物情報（G10）⇒ファイルに綴っているが、保税台帳の突合せ等確認を怠っていた。
・航空貨物の在庫状況照会は、「IWI業務」（航空）であるが「IWS業務」（海上）で全ての在庫

が分かると誤った認識であった。

②貨物管理責任者は、倉庫担当者に任せっきりで全く関与できていない。

貨物管理責任者は、保税担当者の確認状況を把握しておく

2.非違事例の概要



【参考】IWS（貨物在庫状況照会）
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蔵入承認済貨物を貨物管理する蔵置場の登録を⾏った保税蔵置場であれば確認できる。
（※次ページ参照）



【参考】NACCS掲示板⇒保税地域コード（全体版）
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（注）2017 年 10 月更改の第 6 次 NACCS から、
蔵⼊承認済貨物を貨物管理する蔵置場の登録を⾏った保税蔵置場においては、IS 後も貨物情報が残る。
ISW 等の管理をシステムで⾏っているか、マニュアルで⾏っているかは蔵置場により異なる。

自社の保税地域の登録状況を把握しておく
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①倉庫担当者は、毎月、月初に⻑期蔵置貨物情報(G10、T15)及び貨物在庫状況照会(IWS、
IWI)を紙面に印刷し蔵置期間の確認を⾏い、その他の管理資料とは別のファイルに綴じる。

②倉庫担当者は、蔵置期間が2か月を過ぎた貨物について、営業担当に確認のうえ⻑期蔵置貨物情報
(G10、T15)の余白部分に税関への⼿続き予定を記載する。

③上記②の貨物について「⻑期蔵置貨物⼀覧表」リスト（データ）に⼊⼒し、⻑期蔵置となっている
貨物とその状況が⼀目で分かるようにする。

④上記①及び②の管理資料が綴られたファイルと、③の「⻑期蔵置貨物⼀覧表」リストを毎月月初め
に社内の複数人で確認を⾏う。
またその他の改善策として

・営業担当と連絡を密に取り、蔵置期間が⻑期となる場合は輸⼊者に対して蔵⼊承認を⾏うよう促す。
・現在の貨物管理に関する社内管理規定に定められた業務処理⼿順書に、上記①〜④の内容を追記し、
周知徹底を図る。

・保税業務に関する講習会等に積極的に参加して、研修内容について社内で共有を図る。
・毎週1回、事業所内でミーティングを実施し、各担当者の１週間の保税業務の確認作業を⾏う。
・内部監査人は、内部監査の際に改善状況が適正に履⾏されているか確認する。

改善策
2.非違事例の概要
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①定期的

IWS ②⻑期在庫
G10確認

③複数人確認④CP手順書見直し、
教育・共有

⑤内部監査

状況記入

貴社の⻑期在庫貨物の確認状況はどうなっていますか︖

3.非違事例の概要
改善策イメージ



3.記帳義務

保税地域（保税⼯場及び保税展⽰場を除く。）において貨物を管理する者は、その管理
する外国貨物又は輸出しようとする貨物についての帳簿を設け、政令で定める事項を記載
しなければならない。

記帳義務／関税法第34条の2

関税法第百十五条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、⼀年以下の懲役又は三⼗万円以下の罰
⾦に処する。
⼀〜六（略）
七 第三⼗四条の⼆又は第六⼗⼀条の三（記帳義務）（第六⼗⼆条の七（保税蔵置場及び保税⼯場に
ついての規定の準⽤）において準⽤する場合を含む。）の規定に違反して帳簿の記載をせず、若しく
は偽り、又は帳簿を隠した者
⼋〜⼗六（略）

11



電磁的記録による帳簿の保存 電磁的記録の届出
（関税法基本通達34の2－4（2））

電磁的記録を⾏う場合の届出（任意様式）
イ 届出者の所在地及び氏名又は名称
ロ 保税地域の所在地及び名称

（保税コード含む）
ハ 帳簿の保存場所

（ファイルの保存方法、場所を記載）
ニ 電磁的記録による保存を開始しようとする年月日
ホ 電子計算機システムの概要
へ その他税関が必要と認める事項

（バックアップ方法、場所等を記載）

記帳義務（帳簿保存） NACCS管理資料

① G01輸入貨物搬出入データ
＜収集条件＞

輸⼊貨物と積戻し貨物の未許可分及び仮陸揚貨物を対象とする｡
全量搬出したデータを収集する。

② G02輸出貨物搬出入データ
＜収集条件＞

輸出貨物（積戻し許可貨物含む）のみ対象とする。
全量搬出したデータを収集する。

※輸⼊貨物、ＢＰ承認及び当該保税地域への蔵⼊承認、移⼊承認、
総保⼊承認、展⽰等許可貨物は、許可･承認時に全量搬出とみなす。

【NACCS管理資料】

3.記帳義務

（関税法基本通達34の2－4（1））
電磁的記録により保存する場合の取扱い
保存される電磁的記録の適切な保全
・バックアップ・データ等の保存
・システム設計書等の保存

税関への届出
忘れていませ

んか？
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番号 管理資料情報名 出⼒コード 周期 配信
G01 輸入貨物搬出入データ SBS1400 週報 月曜
G02 輸出貨物搬出入データ SBT0200 週報 火曜
G05 貨物取扱等一覧データ SBS1700 週報 火曜
T19 航空輸入貨物搬出入データ ABS6900 ⽇報
T20 航空輸入貨物取扱等一覧データ SBS7000 ⽇報
S13 航空輸出貨物取扱等一覧データ ABT6300 ⽇報
S14 航空輸出貨物搬出入データ ABT6400 ⽇報

海上

航空

3.記帳義務
記帳義務（帳簿保存） NACCS管理資料

管理資料の取出し漏れはありませんか？

管理資料の取得漏れは保税台帳の未記帳になる場合があります。
取得漏れがないよう複数⼈で確認する等、適正な管理が必要です。
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3.記帳義務
管理資料の記帳内容の確認はできていますか（G02）
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3.記帳義務
管理資料の記帳内容の確認はできていますか（G05）
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3.記帳義務

管理資料CSV⇒エクセルに貼付け⇒フィルターで確認

管理資料の記帳内容の確認はできていますか（G02）

フィルター
機能を活用
する。

カーソル移動は、「Ctrl」＋「 」方向キーで一瞬で先頭、最終項目へ移動可能
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管理資料の記帳内容の確認はできていますか（G02）
3.記帳義務

管理資料CSV⇒エクセルに貼付け⇒フィルターで確認

列を選択

計算式は、最終
「列」まで到達
していますか？
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確認したい
数値のみ
チェックを
付ける

3.記帳義務
管理資料の記帳内容の確認はできていますか（G02）

管理資料CSV⇒エクセルに貼付け⇒フィルターで確認
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個別に確認して
訂正が必要な場合は、

管轄税関へ連絡して訂正する

3.記帳義務
管理資料の記帳内容の確認はできていますか（G02）

管理資料CSV⇒エクセルに貼付け⇒フィルターで確認



マニュアル保税台帳は正しく記帳できていますか？
3.記帳義務

・海上貨物はシステム保税台帳で管理を行い、航空貨物はマニュアル保税台帳で 管理して
いたところ、取扱件数が少なかったため、保税台帳への記帳を失念した。
・税関検査後の検査指定票の裏書で貨物が運送され、システムから手作業移行により途中
からマニュアル管理に移行したが、台帳が未記帳のままになっていた。
・他の保税地域から保税運送により到着後、搬入した貨物について、搬入方法を示す内容
として保税運送承認番号を記載すべきところ、記帳が必要な事項として認識が無かったこ
とから記帳していなかった。
・貨物の取扱いがあるごとにマニュアル保税台帳を作成していたが、関係法令を確認しな
いまま、前任者が作成していたものを真似て作成したところ、複数の記帳事項において、
法律に基づかない内容となっていた。

未記帳や誤記帳など人為的なミスになりやすい記帳事項について

関係法令を確認して「未記帳」を未然に防ぐことがポイント︕
20



記帳義務／関税法施⾏令第29条の2
記帳が必要な項目関税法施⾏令第29条の2

・貨物の記号、番号、品名及び数量 ・搬⼊年月日
・外国から本邦に到着した後初めて⼊れられたときは

積載船舶・航空機の名称又は登録記号及び⼊港年月日
・保税運送により⼊れられたときは保税運送承認番号

外国貨物（輸出しようとする貨物を含む。）の ”搬入”
（第1項第1号）

・貨物の記号、番号、品名及び数量 ・⾏為の種類、内容及び年月日
・⾏為により貨物の記号、番号又は数量に変更があったときはその変更内容

貨外国貨物（輸出しようとする貨物を含む。）の ”取扱い”
（内容点検・改装、仕分け等）
（第1項第2号）

・承認又は指定の年月日 ・承認書又は指定書の番号貨物を ”置くことの承認”又は指定を受けた場合
（第1項第3号）

・貨物の記号、番号、品名及び数量
・許可年月日 ・許可書の番号

“輸入許可”を受けた場合
（第1項第4号）

・貨物の記号、番号、品名及び数量
・承認の年月日及び・承認書の番号

輸⼊許可前における ”貨物の引取り承認” （BP）
（第1項第5号）

・貨物の記号、番号、品名及び数量 ・許可に係る期間及び持出し先
・⼀時持ち出しの年月日

“⾒本の一時持出の許可”
（第1項第6号）

・貨物の記号、番号、品名及び数量、搬出年月日
・貨物を出すときに必要とされる許可又は承認年月日、

許可書又は承認書の番号
・外国に送り出すときは、積み込もうとする

船舶・航空機の名称又は登録記号及び出港年月日

外国貨物の “搬出”
（第1項第7号）

3.記帳義務

関係法令を確認して「未記帳」を未然に防ぐことがポイント︕
21
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【輸入】
⻑期在庫貨物︖

IS予定は︖延⻑申請済︖

B:貨物
C:コンテナ
D:コンテナ⼀覧
E:蔵⼊承認貨物

22:貨物
23:コンテナ
28:仮陸揚

貨物在庫状況照会（IWS）等の確認はできていますか（定期的に確認することが大切）

3.記帳義務

印刷等、⾒える化して、複数⼈で確認する
2025/00/00 00:00:00

印刷時は、右下下部に
⽇時が印刷される

【輸出】
搬出漏れした貨物
データが残ってい
ませんか︖
（搬出確認登録）
BOA:保税運送貨物
BOB:貨物引取り
BOC:輸出許可済
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・貨物情報管理（海上IWS、航空IWI）を⾒て、⻑期蔵置貨物の有無の把握をしておくこと。
（IWS等を印刷して確認する際、在庫件数が30件を超える場合は、再送信毎に印刷
（30件分3ページ）する必要があることを認識しておく。）

（蔵置期間満了⽇が近い貨物は、貨物管理責任者に連絡して今後の予定を把握しておく。）
・蔵入承認を受けずに外国貨物を置くことができる期間の延⻑申請の有無の確認。
（延⻑期間満了⽇の把握、申請⽇、期間、理由も確認、汎⽤申請に関係資料を参考添付）
・月始の⻑期蔵置貨物情報（海上G10、航空T15）の確認

「未承認蔵置」を発生させないように定期的に確認すること

3.記帳義務
貨物在庫状況照会（海上IWS、航空IWI）⻑期蔵置貨物情報（海上G10、航空T15）
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4.内部監査

■従業員（含む、業務委託先）に対する社内研修は実施されているか︖

また、その実施結果は責任者に報告されているか︖

【確認方法】（例⽰）
・ 社内研修の実施結果を記録として保存しているか︖

（含む、受講者名簿の記録化）
・ 部外の研修会等への参加記録を残しているか︖

また、その内容が社内等で共有されているか︖
・ 関係法令や通達等の改正に伴い、業務⼿順書等を遅滞なく改訂しているか︖
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4.内部監査

内部監査のためのチェックリストの例内部監査のためのチェックリストの例内部監査のためのチェックリストの例内部監査のためのチェックリストの例
（（（（※※※※この用紙を使用する場合は赤枠内削除願います。）この用紙を使用する場合は赤枠内削除願います。）この用紙を使用する場合は赤枠内削除願います。）この用紙を使用する場合は赤枠内削除願います。）

この例は、保税蔵置場の被許可者又は指定保税地域の貨物管理者が、当該保税
蔵置場等での外国貨物の管理等に関する税関手続等が法令遵守規則及び手順書
等に基づき適切に行われているか否かについて、自ら定期的に監査を実施する
際の参考として作成したものです。
なお、実際の監査においては、法令の遵守状況が適切に確認されているもので
あれば、形式等は問いません。

ドロップダウンリスト変更方法ドロップダウンリスト変更方法ドロップダウンリスト変更方法ドロップダウンリスト変更方法
ファイル⇒オプション⇒リボンのユーザー設定⇒「開発」にチェック⇒リボン
の「開発」コントロール内プロパティ⇒ドロップダウンリストのプロパティ⇒
「追加、変更、削除、上へ、下へ」の変更が可能

「内部監査」では実施状況を聞き取りのみでなく、形骸化しないように実際の書類を⾒て確認
し、どのような書類を⾒てどう確認しているのかを「具体的措置等の内容」欄に記入する。
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1.「貨物在庫状況照会（IWS等）」時期を定めて複数⼈で確認する。
・⻑期在庫貨物の有無、搬出漏れの有無

5.研修まとめ

この3点について、職場の皆さんと共有願います。

2.「⻑期在庫貨物の確認（海上貨物であればG10）」を確認する。
・今後の予定を社内で共有

3.「管理資料の記帳内容」の確認をする。（誤記帳防⽌）
・計算式を⽤いて確認
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ご清聴ありがとうございました。

最後に


